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（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式１）

都市の基礎データ

○総排出量 5.75万t-CO2 ⇒ 2.60万t-CO2
・基準年比で▲3.15万t-CO2（▲54.8％）
・アクションプラン開始前の2008年度比で
▲0.12万t-CO2（▲4.4%）

○人口一人当たり排出量
・人口は1990年⇒2013年で▲30.8％

・基準年比で▲34.7％
・アクションプラン開始前の2008年度比で2.8％

○床面積当たり排出量
・床面積は1990年⇒2013年で16.7％

・基準年比で▲61.3％
・アクションプラン開始前の2008年度比で▲13.2%

５年間の排出量の推移 削減実績

アクションプランの削減目標

人口：3,475人、世帯数：1,823世帯（平成27年4月末現在）
就業人口1,807人（平成22年度）、町内GDP：215億円（平成21年度）
面積：644.2km2（うち森林面積569.8km2）

※基準年1990年
森林吸収量を含めた場合
・2020年までに885,945t-CO2を吸収(366.8％)
・2050年までに1,405,994t-CO2を吸収(523.5％)
排出量のみの場合
・2020年までに▲9,094t-CO2(▲15.8％)
・2050年までに▲37,994t-CO2(▲66.0％)

1990年 2008年 2013年

11.4 7.2 7.4

1990年 2008年 2013年

0.41 0.18 0.16

目標(2020年まで) 結果(2013年時点)

▲15.8％ ▲54.8％

（単位：t-CO2/人）

（単位：t-CO2/㎡）

基準年
（1990年）

2008年 2013年 基準年比 2008年比

排出量(万t-CO2) 5.75 2.72 2.60 ▲3.15 ▲0.12

増減率 - - - ▲54.8％ ▲4.4％

参考①人口(人) 5,065 3,772 3,507 ▲1,558 ▲265

参考① 増減率 - - - ▲30.8％ ▲7.0％

参考②床面積(㎡)
※公共建築物の床面積を含む

139,213 147,551 162,529 23,316 14,978

参考② 増減率 - - - 16.7％ 10.2％

排出量（万t-CO2）

1990

下川町CO2排出量（推計）
※２００８年度排出係数で固定

資料１
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（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式２）

【削減目標：1,840ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：2,980t-CO2（目標達成率：162％）】
【主な取り組み】

○公共施設を中心に、順次、木質バイオマスボイラーを導入したことに伴い、排出量の削減が図られた。 2,966t-CO2
・役場地域熱供給システムや一の橋地域熱供給システム、高齢者福祉施設などに9施設10基（2013年時点）
・化石燃料と比較した削減効果分のうち半分はボイラー更新時に、残り半分を子育て支援施策に活用。

【削減目標：68ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：30t-CO2（目標達成率：44％）】
【主な取り組み】

○廃食油を回収しＢＤＦを製造し、製造したＢＤＦはごみ収集車の燃料として使用した。 30t-CO2

部門別削減量について（効果のあった取組）

産業部門

運輸部門

【削減目標：1,912ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：310t-CO2（目標達成率：16％）】
【主な取り組み】

○エコ・アクション・ポイント事業を実施し、町民が環境負荷軽減にかかる活動をした場合にポイントを付与し、一定のポイン
トが貯まると地域商品券と交換できる仕組みを構築し実施した。 76t-CO2
・2013年 参加者276名 14ｔ-CO2

○地域材を活用した新築住宅を促進するとともに環境負荷軽減を図るため新築住宅の促進を実施した。234t-CO2

家庭部門

【削減目標：743,091ｔ-CO2吸収 ⇒ 削減実績：758,471t-CO2吸収（目標達成率：102％）】
【主な取り組み】
○・循環型森林経営を基本として、森林整備計画や施業計画に基づき、適切な森林整備事業及び森林管理を実施。 758,471t-CO2 

森林吸収部門
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（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式３）

第一次アクションプランの取り組みの総括

環境モデル都市ＷＧからの取組全体にかかる評価

○産業部門においては、役場地域熱供給システムをはじめとする木質バイオマスボイラーの導入により排出量の削減効果が得られ
た。また、化石燃料と比較した削減効果分のうち半分はボイラー更新時に、残り半分は新たな子育て支援施策を設け活用した。

○運輸部門では、アクションプラン実施前年（2008年）と比較し増加しているが、大規模公共工事（サンルダム建設）に伴うもの
が要因であると思われる。

○環境負荷軽減活動を推進する町民参加型のエコ・アクション・ポイントを実施し地域商品券と交換できる仕組みに、地域材を活
用した新築住宅を促進することで高い経済効果が表れるなど、環境とともに地域経済の活性化が図られた。

○幼児から高校生まで年次に応じて体験できる森林環境教育の実施、バイオマスライブ、エコハウス宿泊体験など、今後の取組み
の推進力を醸成することが出来た。

○森林吸収部門において、森林管理の基本である「成長量以上を伐採しない」を基本として、木材の安定供給と雇用の確保を継続
しており、循環型森林経営による適切な森林整備事業及び森林管理のもと、目標以上の吸収量が達成した。今後においても、林
内路網の高密度化などを進めながら、森林整備や林地残材の利用促進を図っていく。

○今後は、全排出量の約３割を占める家庭部門における一層の削減に向けた取組み進めていくため、家庭内で消費電力の高い冷蔵
庫の省エネ型への買い替え促進や市街地における木質バイオマス熱電併給計画を進めていく。

○木質バイオマスボイラーの導入による排出量削減、森林吸収による寄与も含めて高く評価できる。
○多様な取り組みを通して地域経済の活性化が図られていることが伺える。人口減少が続く中、これまでと同様、低炭素化と地域

活性化の両立に期待したい。
○基準年（1990年）比で54.8％削減と高水準の目標達成を実現しているものの、2008年以降の排出量はそれほど減少していない。
特に家庭部門の削減に期待したい。

○世帯分離が進み、人口減少ほど世帯数はそれほど変化がないので、それらの影響が不可逆であるともいえる。
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          様式１                    様式２ 

（ 取組の総括 ）                      （ 効果のあった取組 ） 

                

様式３                    様式４ 
（ 排出量 ）                      （ 有識者からの評価 ） 

                

●地方創生・地域

活性化に関するも

のを見出し的に入

れる。 

 

●都市が頑張っ

たこと、評価して

ほしいことを見出

し的に入れる。 

総括本文の文字量が多

い場合は、内容を凝縮 

●都市の取組に

よる削減合計を

追加 

●有識者の評価の

中で、都市にとって

メリットがあるコメン

トをコメント的に、

あるいは短い文章

で記載 
 ●全体的なバランス、記載事

項・数値を再確認 

●プラスの評価や課

題・問題点が混在し

ているので、必要に

応じて順番を入れ替

える。 
 

資料２ 

環境モデル都市 総括評価 改正案 見直し要点 

①自治体の重負担回避  ②市民に意味ある公表内容になるよう 

 



（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式１）

都市の基礎データ アクションプランの削減目標

人口：3,475人、世帯数：1,823世帯（平成27年4月末現在）
就業人口1,807人（平成22年度）、町内GDP：215億円（平成21年度）
面積：644.2km2（うち森林面積569.8km2）

※基準年1990年
森林吸収量を含めた場合
・2020年までに885,945t-CO2を吸収(366.8％)
・2050年までに1,405,994t-CO2を吸収(523.5％)
排出量のみの場合
・2020年までに▲9,094t-CO2(▲15.8％)
・2050年までに▲37,994t-CO2(▲66.0％)

○産業部門においては、役場地域熱供給システムをはじめとする木質バイオマスボイラーの導入により排出量の削減効果が
得られた。また、化石燃料と比較した削減効果分のうち半分はボイラー更新時に、残り半分は新たな子育て支援施策を設
け活用した。

○運輸部門では、アクションプラン実施前年（2008年）と比較し増加しているが、大規模公共工事（サンルダム建設）に伴
うものが要因であると思われる。

○環境負荷軽減活動を推進する町民参加型のエコ・アクション・ポイントを実施し地域商品券と交換できる仕組みに、地域
材を活用した新築住宅を促進することで高い経済効果が表れるなど、環境とともに地域経済の活性化が図られた。

○幼児から高校生まで年次に応じて体験できる森林環境教育の実施、バイオマスライブ、エコハウス宿泊体験など、今後の
取組みの推進力を醸成することが出来た。

○森林吸収部門において、森林管理の基本である「成長量以上を伐採しない」を基本として、木材の安定供給と雇用の確保
を継続しており、循環型森林経営による適切な森林整備事業及び森林管理のもと、目標以上の吸収量が達成した。今後に
おいても、林内路網の高密度化などを進めながら、森林整備や林地残材の利用促進を図っていく。

○今後は、全排出量の約３割を占める家庭部門における一層の削減に向けた取組み進めていくため、家庭内で消費電力の高
い 冷蔵庫の省エネ型への買い替え促進や市街地における木質バイオマス熱電併給計画を進めていく。

第一次アクションプランの取組の総括

木質バイオマス導入により、CO2を大幅削減

1

町民参加型エコアクション・ポイント実施により
環境とともに地域経済を活性化

資料３改正案



（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式２）

削減目標：1,840ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：2,980t-CO2（目標達成率：162％）
【主な取組】

○公共施設を中心に、順次、木質バイオマスボイラーを導入したことに伴い、排出量の削減が図られた。 2,966t-CO2
・役場地域熱供給システムや一の橋地域熱供給システム、高齢者福祉施設などに9施設10基（2013年時点）
・化石燃料と比較した削減効果分のうち半分はボイラー更新時に、残り半分を子育て支援施策に活用。

削減目標：68ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：30t-CO2（目標達成率：44％）
【主な取組】

○廃食油を回収しＢＤＦを製造し、製造したＢＤＦはごみ収集車の燃料として使用した。 30t-CO2

産業部門の削減量

運輸部門の削減量

削減目標：1,912ｔ-CO2 ⇒ 削減実績：310t-CO2（目標達成率：16％）
【主な取組】

○エコ・アクション・ポイント事業を実施し、町民が環境負荷軽減にかかる活動をした場合にポイントを付与し、一定のポイン
トが貯まると地域商品券と交換できる仕組みを構築し実施した。 76t-CO2
・2013年 参加者276名 14ｔ-CO2

○地域材を活用した新築住宅を促進するとともに環境負荷軽減を図るため新築住宅の促進を実施した。234t-CO2

家庭部門の削減量

吸収目標：743,091ｔ-CO2 ⇒ 吸収実績：758,471t-CO2（目標達成率：102％）
【主な取組】
○・循環型森林経営を基本として、森林整備計画や施業計画に基づき、適切な森林整備事業及び森林管理を実施。 758,471t-CO2 

2

効果のあった取組 削減目標 746,911t-CO2 ⇒ 削減実績 761,791t-CO2 （目標達成率：102％）

森林吸収量



（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式３）

○総排出量
1990年：5.75万t-CO2 ⇒ 2013年：2.60万t-CO2

・基準年比で▲3.15万t-CO2（▲54.8％）
・アクションプラン開始前の2008年度比で
▲0.12万t-CO2（▲4.4%）

○人口一人当たり排出量
・人口は1990年⇒2013年で▲30.8％

・基準年比で▲34.7％
・アクションプラン開始前の2008年度比で2.8％

○床面積当たり排出量
・床面積は1990年⇒2013年で16.7％

・基準年比で▲61.3％
・アクションプラン開始前の2008年度比で▲13.2%

５年間の排出量の推移 削減実績

1990年 2008年 2013年

11.4 7.2 7.4

1990年 2008年 2013年

0.41 0.18 0.16

目標(2020年まで) 結果(2013年時点)

▲15.8％ ▲54.8％

（単位：t-CO2/人）

（単位：t-CO2/㎡）

基準年
（1990年）

2008年 2013年 基準年比 2008年比

排出量(万t-CO2) 5.75 2.72 2.60 ▲3.15 ▲0.12

増減率 - - - ▲54.8％ ▲4.4％

参考①人口(人) 5,065 3,772 3,507 ▲1,558 ▲265

参考① 増減率 - - - ▲30.8％ ▲7.0％

参考②床面積(㎡)
※公共建築物の床面積を含む

139,213 147,551 162,529 23,316 14,978

参考② 増減率 - - - 16.7％ 10.2％

排出量（万t-CO2）

1990

下川町CO2排出量（推計）
※２００８年度排出係数で固定
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（下川町）第一次環境モデル都市アクションプランの成果 （様式４）

環境モデル都市ＷＧからの取組全体にかかる評価

木質バイオマスボイラーの導入による排出量削減、
森林吸収による寄与も含めて高く評価

○多様な取組を通して地域経済の活性化が図られていることが伺える。人口減少が続く中、これまでと同様、低炭素化と地
域活性化の両立に期待したい。

○基準年（1990年）比で54.8％削減と高水準の目標達成を実現しているものの、2008年以降の排出量はそれほど減少してい
ない。特に家庭部門の削減に期待したい。

○世帯分離が進み、人口減少ほど世帯数はそれほど変化がないので、それらの影響が不可逆であるともいえる。
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1

様式１

○○○市

Ａ：施策進捗
【参考指標】

評点 取組数 点数 評価指数

2 13 26 5
1 37 37 4
0 5 0 3

-1 0 0 2
55 63 115 1

Ｂ：温室効果ガスの削減・吸収量
【参考指標】

（t-CO2） （前年度比） （万t-CO2） （前年度比）

～69計

環境モデル都市における平成26年度の取組の評価結果

（特記事項）

温室効果ガスの排出量
H25実績

取組による効果
温室効果ガス削減量
温室効果ガス吸収量

（特記事項）

３

３

人口：○○万人、世帯数：○○万世帯（平成26年3月末現在）
就業人口：○○万人（平成○○年度）、市内GDP：○○兆円（平成○○年度）
面積：○○○万km2（うち森林面積○○○万km2）

d)取り組んでいない

c)予定より遅れ/予定量に達せず

b)ほぼ計画通り

計画との比較

70～89
90～109
110～
130～

評価区分

平成26年度の取組の総括

a)追加/前倒し/深堀り
算定式：
②/①
*100

① ②

0
1
2
3
4
5

Ａ:取組の進捗

Ｂ:温室効果

ガス削減

・吸収量

Ｃ:地域活力

の創出

Ｄ:地域の

アイデア

・市民力

Ｅ:取組の

普及・展開

※５つの指標の評価結果等を踏まえ

記入してください。

※効果があったこと、あるいは効果

があったと思われることを具体的

に記載してください。

※別紙３ 13環境モデル都市の個別進捗状況集計表の

計画との比較の取組数を入力してください。

※定量的に表せない（定性的な）成果及び自己評価に至った

理由 を記入してください。

平成25年度の評価結果を記入してください

※定量的に表せない（定性的な）成果及び自己評価に至った

理由 を記入してください。
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Ｃ：地域活力の創出
【参考指標】

Ｄ：地域のアイデア・市民力
【参考指標】

Ｅ：取組の普及・展開
【参考指標】

（特記事項）

３

※ 赤字が変更箇所

３

３

（特記事項）

（特記事項）

※定量的に表せない（定性的な）成果及び自己評価に至った

理由 を記入してください。

効果があったこと、あるいは効果があったと思われることを

具体的に記載してください。

※定量的に表せない（定性的な）成果及び自己評価に至った

理由 を記入してください。

効果があったこと、あるいは効果があったと思われることを

具体的に記載してください。

※定量的に表せない（定性的な）成果及び自己評価に至った

理由 を記入してください。

効果があったこと、あるいは効果があったと思われることを

具体的に記載してください。

資料４



様式２ 資料５

個別事業に関する進捗状況等 団体名

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成27年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果
計画と
の比較

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成26年度の進捗

主要部門
H26
予定

取組
番号

※1 アクションプラン上、平成26年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）
また、平成27年度以降に取り組むこととしていた事業で平成26年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。）
なお、平成26年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。

※2 「主要」の欄には、平成26年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。
※3 「H26予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。
※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H26予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。
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○○市の平成 25 年度温室効果ガス排出量等について 

 

１．温室効果ガス排出量（暫定値） 

 

（調査方法） 

 温室効果ガス排出量の算定は、平成 25年度の電力使用量及び都市ガス使用量等の実績データ 

のほか、実績データが入手困難な部分については、直近の統計データ等を使用して推計した。 

 ・○○電力株式会社データ 

  同社が本市地域に供給する電気の使用量 

  同社が公表している実排出係数（同社 HP又は CSRレポートより） 

 ・○○ガス株式会社データ 

  同社が本市域に供給する都市ガスの使用量 

 ・○○統計調査データ、○○統計調査データ、○○統計調査データ等 

 ・環境省及び経済産業省公表による排出係数 

 

（調査結果） 

単位：万 t-CO2 

1,500 

                               

  

 

                                      

  1,000                                       ■産業部門 

                                           ■運輸部門 

                                           ■業務部門 

                                           ■家庭部門 

                                           ■エネルギー転換 

部門   500 

 

 

 

 

 

1990      2008     2009     2010     2011      2012   2013  （年度） 

 1990年 

（基準年） 

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

CO2排出量 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

基準年比 CO2

排出量 － ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

基準年比率 － ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ 

200 

200 

300 

200 

200 

○○万 t-CO2削減 

300 

300 

400 

250 

250 200 

300 

300 

250 

350 

250 

200 

300 

250 

200 

資料 ６ 

200 

250 

200 

200 

250 

180 

225 

180 

180 

225 

（基準年） 

160 

200 

160 

160 

200 
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（考  察） 

＜アクションプラン策定時の排出係数を固定した場合の温室効果ガス排出量＞ 

「環境モデル都市」の取組による温室効果ガス排出量の影響を適切に表現するため、毎年 

変動する排出係数の外部要因を排除する目的で、アクションプラン策定時の排出係数 

を固定して推計した。 

 ・電気排出係数 ○kg-CO2/kWh（平成○年度実排出係数） 

 ・都市ガス排出係数 ○kg-CO2/㎥（平成○年度） 

 

単位：万 t-CO2 

 

 

  1,500                               

  

 

                                           ■産業部門 

                                           ■運輸部門 

1,000                                       ■業務部門 

                                           ■家庭部門 

                                           ■エネルギー転換部門 

                                

  

   500 

 

 

 

 

 

1990    2008     2009     2010    2011    2012   2013 （年度） 

 

 1990年 

（基準年） 

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

C O 2 排 出 量 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

基準年比 CO2 

排 出 量 
－ ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

基 準 年 比 率 － ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ ○○％ 

前年度比 CO2 

排 出 量 
－ － 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 

前年度比 CO2

排出量 － － 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 

△○○万

t-CO2 △○○万t-CO2 

△○○万

t-CO2 

前年度比率 － － △○○％ △○○％  △○○％ △○○％ 

200 

200 

300 

200 

200 

○○万 t-CO2削減 

300 

250 

350 

350 

450 

300 

350 

500 

350 

300 

400 

350 

400 

250 

200 

250 

200 

350 

350 

300 

225 

180 

315 

315 

270 

（基準年） 

200 

160 

300 

300 

250 
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前 年 度 比 率 － － △○○％ △○○％ △○○％ △○○％ △○○％ 

 

 

 

 ＜電気排出係数改善効果＞ 

当市を供給管内とする○○電力株式会社の排出係数改善による効果を推計した。 

 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

市 内 電 力 消 費 量 ○○○千 kWh ○○○千 kWh ○○○千 kWh ○○○千 kWh ○○○千 kWh ○○○千 kWh 

計 画 時 実 排 出 係 数 ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh 

各 年 度 の 実 排 出 係 数 ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh ○kg-CO2/kWh 

計画時の排出係数での 

CO2排出量 (a) 
○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

各年度の排出係数での 

CO2排出量 (b) 
○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

排 出 量 削 減 効 果 

(b)－(a) 
△○万 t-CO2 △○万 t-CO2 △○万 t-CO2 △○万 t-CO2 △○万 t-CO2 △○万 t-CO2 

 

当市の 2013年度の CO2排出量は、前年度比で○○万 t-CO2（○○％）減少し、基準年比で 

は○○万 t-CO2（○○％）増加している。経年変化を見ると、2008年度をピークに着実に削減 

効果が現れている。 

 また、毎年変動する排出係数の外部要因を排除する目的でアクションプラン策定時の排出係数

を固定して推計し、対策を講じた取組の効果を把握したところ、重点的に対策を講じた産業部門、

家庭部門に大きな効果が現れていた。 

これは、当市において実施した、以下の主な取組の効果が現れているものと考えられる。 

・産業部門：工場等への太陽光システム導入支援、中小企業省エネ総合サポート支援等による 

電力消費量の減少。 

・家庭部門：住宅用太陽光発電施設導入支援による電力消費量の減少やペレットストーブ購入 

支援による化石燃料使用量の減少。 

 一方、業務部門については、市有建築物の省エネルギー改修、道路照明灯省エネ化に取り組ん

でいるものの、近年増加している新築ビル建設等の影響により、増加傾向となっている。 

その他、景気低迷の影響によるエネルギー消費量の減少や電気排出係数改善効果によって、 

全体的な温室効果ガス排出量の削減に繋がっている。 
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２．温室効果ガス吸収量 

 循環型森林経営を基本として、森林整備計画、施業計画に基づく森林管理を実施したことから、

森林の CO2吸収（固定）量について調査を行った。 

 

（調査方法）最新の森林調査簿や実績データによる調査 

 

（調査結果） 

                                   ○○万 t-CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1990    2008    2009     2010     2011     2012   2013 （年度） 

 

 

 1990年 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

間 伐 面 積 － ○○ha ○○ha ○○ha ○○ha ○○ha ○○ha 

CO2 吸収(固定)量 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

基準年比 CO2 吸収量 － ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

前年比 CO2 吸収量 － － ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 ○○万 t-CO2 

（考  察） 

平成 24年度の CO2吸収量実績は○○t-CO2であり、適切な森林管理を実施した結果、ほぼ 

年間計画成長量どおりの成長量が得られた。これは、当市において実施した、以下の施策の 

効果が出ているものと考えられる。 

・持続可能な循環型森林経営による森林管理（植樹、間伐促進） 

・企業参加の森林づくり（企業の森による植樹、間伐促進） 

・市民参加の森林づくり（植樹・間伐体験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CO2吸収量 

CO2固定量 

（基準年） 
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３．温室効果ガス削減量 

平成 25年度に対策を講じた事業のうち、温室効果ガス削減量の定量可能な事業について、 

部門別に調査を行った。 

 

①産業部門 

事  業  名 
温室効果ガス 

削 減 量 
算  定  根  拠 

工場等への太陽光システム導入支援 

事業 
○t-CO2 

○kW（設備容量）×○kWh/kW･年（単位発電量）

×○kg-CO2/kWh（排出係数）÷1,000 

＝○t-CO2 

中小企業省エネ総合サポート事業 ○t-CO2 導入補助を行った省エネ設備による削減見込量 

小     計 ○t-CO2  

 

②運輸部門 

事  業  名 
温室効果ガス 

削 減 量 
算  定  根  拠 

電気自動車購入補助事業 ○t-CO2 
平均削減量○t-CO2（○○ガイドライン）×○台

（補助実績） 

エコドライブ研修の大規模実施 ○t-CO2 
平均削減量○t-CO2（研修参加者実績サンプル）

×○人（研修参加者数） 

小     計 ○t-CO2  

 

③業務部門 

事  業  名 
温室効果ガス 

削 減 量 
算  定  根  拠 

市有建築物の省エネルギー改修事業 ○t-CO2 
○kWh（電力削減量）×○kg-CO2/kWh（排出係数）

÷1,000＝○t-CO2 

道路照明灯省エネ化事業 ○t-CO2 
○kW（削減電力総量）×○hr×○日× 

○kg-CO2/kWh（排出係数）÷1,000＝○t-CO2 

小     計 ○t-CO2  

 

④家庭部門 

事  業  名 
温室効果ガス 

削 減 量 
算  定  根  拠 

住宅用太陽光発電施設導入支援事業 ○t-CO2 

○kW（総設備容量）×○kWh/kW･年（単位発電量）

×○kg-CO2/kWh（排出係数）÷1,000 

＝○t-CO2 

ペレットストーブ購入補助事業 ○t-CO2 

○kg/年（年間使用量）×○kcal/kg（ﾍﾟﾚｯﾄ発熱

量）÷○kcal/L（灯油発熱量）× 

○kg-CO2/L÷1,000＝○t-CO2 

小     計 ○t-CO2  
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⑤エネルギー転換部門 

事  業  名 
温室効果ガス 

削 減 量 
算  定  根  拠 

風力発電施設の運用事業 ○t-CO2 
○kWh（総発電量）×○kg-CO2/kWh（排出係数）

÷1,000＝○t-CO2 

小水力発電施設の運用事業 ○t-CO2 
○kWh（総発電量）×○kg-CO2/kWh（排出係数）

÷1,000＝○t-CO2 

小     計 ○t-CO2  

 

【温室効果ガス削減量集計】 

部     門 
温室効果ガス 

削 減 量 
備        考 

産 業 部 門 ○○t-CO2  

運 輸 部 門 ○○t-CO2  

業 務 部 門 ○○t-CO2  

家 庭 部 門 ○○t-CO2  

エネルギー転換部門 ○○t-CO2  

合     計 ○○t-CO2  

 

（考  察） 

・多くの事業で、当初見込んでいた通りの削減効果が得られた。 

・特に住宅用太陽光発電施設導入支援については、上乗せ補助等により多くの設置がなされ、 

大きな削減効果が得られた。 

・電気自動車購入補助については、２年目の取組であることから、前年を上回る実績となり、 

 市民の電気自動車に対する環境意識の定着化が見られている。 

・ペレットスト―プ購入補助については、補助金額の増額を行ったことにより、前年の約２倍 

の購入実績となり、ペレットストーブの購入促進に繋がった。 

・その他、効果の定量化は困難であるが、あらゆる機会を活用しての情報発信等により、環境モ

デル都市の認知度がアンケート調査で８割に達していること、市民主導によるリサイクルエコ

バックの利用促進等、市民のライフスタイルの変化がでてきている。 

 

４．総  括 

 排出量の状況については、当市において重点的に対策が必要な産業部門、民生部門での排出量 

削減効果が現れているとともに、森林における吸収（固定）量についても年間計画成長量どおり 

成長量が得られた。 

また、削減量については、合計○○○t-CO2であり一定の削減効果が現れており、アクション 

プランに掲げる目標を達成することが見込まれる。 

 今後は、平成 25年度実施事業のうち、平成 25年度から大幅な CO2削減効果が見込めるととも 

に、平成 26年度の主要事業である○メガワットソーラー発電所が稼働するため、更なる排出量 

削減が期待できる。 



 

「環境モデル都市ワーキンググループ」構成員名簿 

 

（敬称略、五十音順） 

 

◎村上
むらかみ

 周三
しゅうぞう

   一般社団法人建築環境・省エネルギー機構 

理事長  

 

○浅見
あ さ み

 泰司
や す し

   東京大学大学院工学系研究科 教授 

 

○柏木
かしわぎ

 孝夫
た か お

    東京工業大学 特命教授 

 

○鮫島
さめじま

 正浩
まさひろ

    東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

 

○竹ケ原
た け が は ら

 啓
け い

介
す け

  株式会社日本政策投資銀行 環境・CSR 部長 

 

○藤田
ふ じ た

   壮
つよし
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環境モデル都市の概要

○ 我が国を低炭素社会に転換していくため、温室効果ガスの大幅削減など高い目標を掲げて、
先駆的な取組にチャレンジする都市

○ 「環境未来都市」構想の基盤を支える低炭素都市
○ 地域資源を最大限に活用し、低炭素化と持続的発展を両立する多様な地域モデル

概 要
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環境モデル都市の流れについて

モデル都市
○我が国を低炭素社会に転換していくため、温室効果ガスの大幅削減など
高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市を「環境モデル都
市」として選定・支援し、未来の低炭素都市像を世界に提示

○地域資源を最大限に活用し、低炭素化と持続的発展を両立する地域モ
デルの実現を先導

【環境モデル都市選定の視点・基準】
①大幅な削減目標、②先導性・モデル性、③地域に適応、④実現可能、
⑤取組の持続性

○選定を受けた環境モデル都市が応募した提案書をもとに作成する計画。
温室効果ガス削減・吸収量の長期、中期目標に向けて直近５年間の
具体的な行動を記載したもの。

【アクションプランの期間】
・第１次アクションプラン：H21～H25（平成20年度選定：13都市）
・第２次アクションプラン：H26～H30（全モデル都市：23都市）

アクションプラン

フォローアップ

○自治体が定めたアクションプランが計画通り実行されているか、下記
の5つの指標に基づいて評価を行い、有識者が助言を行う。
自治体は得られた助言をPDCAに活用する。

【評価指標】
①取組の進捗
②温室効果ガス削減・吸収量
③地域活力の創出
④地域のアイデア・市民力
⑤取組の普及・展開

※評価時期はCO2削減量計算の都合上、年2回に分けて行っていた。
（7月頃：前年度取組のフォローアップ、2月頃：総合評価）

環境モデル都市選定（13都市）

第１次アクションプラン開始H21年度

１年目のフォローアップH22年度

２年目のフォローアップH23年度

H25年度 ４年目のフォローアップ
追加選定（3都市）

H26年度 第２次アクションプラン開始（13都市）
第１次アクションプラン開始（10都市）
５年目のフォローアップ

選定からの流れ

H20年度
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H27年度 第１次アクションプラン総括評価（13都市）
１年目のフォローアップ

H24年度 ３年目のフォローアップ
追加選定（7都市）
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№ 市区町名 人口 取 組 概 要

①
下川町
（北海道）

3,600 北の森林共生低炭素モデル社会・下川

②
帯広市
（北海道）

168,000 田園環境モデル都市・おびひろ

③
千代田区
（東京都）

50,000 省エネ型都市づくり、エネルギー効率向上

④
横浜市

（神奈川県）
3,690,000 横浜スマートシティプロジェクトの展開

⑤
飯田市
（長野県）

103,000 市民参加による自然エネルギー導入、低炭素街づくり

⑥
富山市
（富山県）

420,000 富山市コンパクトシティ戦略によるＣＯ２削減計画

⑦
豊田市
（愛知県）

420,000 次世代エネルギーとモビリティを活用した低炭素まちづくり

⑧
京都市
（京都府）

1,470,000 人が主役の魅力あるまちづくり、「地域力」を活かした低炭素化活動

⑨
堺市

(大阪府)
840,000 「快適な暮らし」と「まちの賑わい」が持続する低炭素都市

⑩
梼原町
（高知県）

3,800 木質バイオマス地域循環モデル事業

⑪
北九州市
（福岡県）

970,000 アジアの環境フロンティア都市・北九州市

⑫
水俣市

(熊本県)
27,000 環境と経済の調和した持続可能な小規模自治体モデルの提案

⑬
宮古島市
（沖縄県）

52,000 島嶼型低炭素社会システム・「エコアイランド宮古島」

№ 市区町名 人口 取 組 概 要

⑭
新潟市
（新潟県）

808,000 「田園型環境都市にいがた」～地域が育む豊かな価値が循環するまち～

⑮
つくば市
（茨城県）

217,000 つくば環境スタイル“ＳＭＩＬｅ” ～みんなの知恵とテクノロジーで笑顔になる街～

⑯
御嵩町
（岐阜県）

19,000 
地域資源(森林､公共交通､再生可能エネルギー等)を活かした低炭素コミュニ
ティ「みたけ」の実現

⑰
尼崎市
（兵庫県）

451,000 「ＥＣＯ未来都市あまがさき」へのチャレンジ

⑱
神戸市
（兵庫県）

1,542,000 神戸市環境モデル都市

⑲
西粟倉村
（岡山県）

1,600 「上質な田舎」を目指した、低炭素モデル社会の創造

⑳
松山市
（愛媛県）

513,000 環境と経済の両立を目指して「誇れる環境モデル都市まつやま」

【平成20年度選定都市】

【平成24年度選定都市】

【平成25年度選定都市】
№ 市区町名 人口 取 組 概 要

㉑
ニセコ町
（北海道）

4,800 国際環境リゾート都市・ニセコ スマートチャレンジ８６

㉒
生駒市

（奈良県）
121,000 

日本一環境にやさしく住みやすいまち「いこま」
～市民・事業者・行政の“協創”で築く低炭素“循環”型住宅都市～

㉓
小国町

（熊本県）
7,900 地熱とバイオマスを活かした農林業タウン構想

環境モデル都市 位置図

㉑

㉒

㉓
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環境モデル都市アクションプランについて

①概要

選定を受けた環境モデル都市が提案書をもとに作成
する計画。

温室効果ガス削減・吸収量の長期、中期目標に向け
て直近5年間の具体的な行動を記載したもの。

第１次アクションプラン
・H21～H25（平成20年度選定13都市）

第２次アクションプラン
・H26～H30（全モデル都市：23都市）

②期間

１．全体構想
１－１．現状分析
・温室効果ガスの排出実態等
・関係する既存の行政計画

１－２．削減目標
・削減目標
・削減目標についての考え方
・フォローアップの方法

１－３．地域活力の創出等

２．取組内容
・取り組み方針
・5年以内に具体化する取り組みに関する事項
・取り組みスケジュール

３．取組体制
・行政機関内の連携体制
・地域住民等との連携体制
・大学、地元企業等の知的資源の活用

③構成内容

④アクションプラン（例）
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環境モデル都市フォローアップについて

①概要

自治体が定めたアクションプランが計画通り実行さ れ
ているか、5つの指標に基づいて評価を行い、有識者
が助言を行う。自治体は得られた助言をPDCAに活用
する。

例年８月頃に総合評価のフォローアップを実施（ 温室

効果ガスの削減・吸収量は当該年度より１年前の実
績値）

②時期

下記の指標を５段階評価し、レーダーチャートで表示。

A：取組の進捗
進捗状況結果を点数化し評価

B：温室効果ガスの削減・吸収量
取組によっては発現した温室効果ガスの削減・吸
収量と、アクションプランに掲げる削減目標の達成
への寄与度を評価

C：地域活力の創出
当該都市の持続的な発展に資する成果を評価

D：地域のアイデア・市民力
「地域のアイデア、特性を生かした取組」や市民参
加・市民力強化に資する取組」の先駆性、モデル
性と共に、その取り組みの実施による成果を評価

E：取組の普及・展開
地域内外に普及・展開（他団体との連携も含む）し
た成果を評価

③方法

④評価シート（例）
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